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Sur　le　d6veloppement　de　la　comptabilisation　du　cr6dit－bail　en　France
Yasuo　Morikawa
1　問題の限定
　フランス企業会計制度は，1982年以降に採択された次のような一連の措置をもって，全面的に放訂
されるに至った。
　1．1982年4月27日付経済・大蔵大臣および予算担当大臣の省令による「（新）プラン・コンタブル
　　・ジェネラル（1）」の公布
　2．1983年4月30目付「（EC）第4号指令と商人および一定の会社の会計規定の調和化に関する法
　　律」（いわゆる「調和化法」）の制定
　3．　1983年11月29日付rr調和化法」の適用に関する大統領令」の制定
　4．　1985年1月3日付「一定の商事会社および公企業の連結財務諸表に関する法律」の制定
　このようにして成立したフランス新企業会計制度の中軸に位置づけられているのは，会計原則「（新）
プラン・コンタブル・ジェネラル」（Plan　Comptable　G6n6ral）である（以下，単に「新プラン（1）」
という。「新プラン」は，第1編「一般規定・用語および勘定計画」，第H編「一般会計」および第皿
編「分析会計」の3編から成るが，それぞれ1957年旧プラン以後にみられたフランス経済，産業およ
び企業の著しい発展に対応するとともに，特に第H編「一般会計」にみられるように，EC会社法指
令（特に第4号指令「一定の会社形態の財務諸表」）との調整をも考慮に入れて，随所に新しい内容
を盛り込んでいるということができる。
　このうち本稿に関わる「一般会計」（Comptabilit696n6rale）一財務会計に相当する一は，第1
章「評価方法および成果決定に関する規則」，第2章「勘定処理と財務諸表」および第3章「特別規定」
から構成されているが，これを1957年プランに比べると，とりわけ注目に値するのは，ディスクロー
ジャー（財務内容の公開）の強化・充実がはかられている点である。その主要なものとして，ここで
は，特に会計の基本原則として，イギリス法上の「真実かつ公正な写像」（image　fidさle）の要請が採
田されていること，財務諸表システムが大幅に改善されていることなどを挙げておきたいω。
　本稿は，このような新プランにみられるディスクロージャーの強化・充実の方向を視野に入れなが
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ら，近年，経済社会における新しい取引形態として注目されるリース取引（op6ration　de　cr6dit－bai1＞
について，新プランを中心としたフランスの企業会計制度では，どのような会計処理および情報開示
が要請されているかを考察し，またそのような要請にはどのような特徴と問題点が含まれているかを
明らかにしたい。
ll　「新プラン」におけるリースの処理と開示
　1　リース取引の特質
　フランスでは，リース契約（contrat　de　cr6dit－bail）は，1966年1月2日付法律（それは1967年9
月28日付政令によって補足された）によって，次のように定義される。
　「リース契約とは，いぜんとして所有者である企業による財の賃貸借取引（op6ration　de　location）
にして，当該取引が，その名称は何であれ，賃借人に，少なくとも一部は，賃借料として払込まれる
額を勘案した契約価格によって賃借（賃貸）された財の一部または全部を取得する可能性を与えるも
のである㈹」。
　したがって，リースは，法律的見地からは，（1）リース料の支払いによる財（動産または不動産）の
賃貸借，（2沙なくとも一部は払込まれたリース料を勘案した契約価格の支払いによる当該財の売却契
約という2つの取引に分解される（4）。
　一方，経済的見地からは，リースは，資金の借入れによる財の取得によって代表される古典的取引
に類似した，企業資産の調達手段である，と分析されることになる（5）。
　会計の枠組のもとでは，このようなリースの性質に関する2つの見方一法的分析または経済的分
析一のいずれにもとつくかによって，リース取引の取扱いに関して相反する結論が導かれることに
なる。すなわち，もし法的分析に依拠するならば，リース財の使用企業は，前記の〔1）の側面において
は（購入選択権の行使前には），単なる賃借人とみなされ，当該リースを資産の部に記載せずに，払
込んだリース料の額を費用として記録することになる。一方，経済的分析に依拠する場合には，当該
リース財は，最初から，賃借人の貸借対照表に資産として記載され，同時に，それにかかわるリース
料の支払債務が負債として記載されることになる（6）。
　では，「新プラン」では，この2つの見地のうちいずれが採用されているのであろうか。次項で，
この点についてながめたい。
　2　「新プラン」における処理と開示要請の内容
　結論を先取りしていえば，「新プラン」では，リースの処理と開示に関して，前述した2つの見地
のうち，法律的見地（法的分析）が採用されているの。したがって，「新プラン」によると，リース
財は，賃借人の側では，資産（したがってまた負債）として計上することは許容されず，リース料を
成果計算書（compte　de　r6sultat）に記載するとともに，附属明細書（annexe）にリースに関する契
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約債務（engagements）の額を記載することが義務づけられることになる。関係文献によると，こうし
た「新プラン」におけるリース情報の開示要請は，それに先行する1969年3月28日付の国家会計審議
会（C・N・C・）の《情報ノート》（note　d’information）10／2の各項を再び取り人れたものであるとい
われる。
　いま・「新プラン」において指示されているリースに関する会計処理と情報開示要請を示すと，下
記のとおりである（8）。
　　（a）　リース資産に関する使用者側の会計処理
　（1）　リース資産は・その使用者が購入選択権を行使しない限り，使用者企業（賃借人）の資産とし
て記入してはならない。
　（2｝成果計算書では・使用期間中に使用者側が負担した額は経営費用（charges　d’exploitation）を
構成する。「使用料」（redevances）または「賃借料」（10yers）は，（612）「リース料」（Redevances
de　cr6dit－bail）勘定に借記する。
　㈲　財政状態を明らかにするために，経過期間中の未払の「使用料」または「賃借料」は，関連す
る第三者勘定に記入しなければならない。必要な場合には，決算日後の使用期間にかかわる「使用
料」または「賃借料」は，それにかかわりをもつ期間に帰属せしめられる（（489）「前払費用」勘定）。
　（4）使用者が有する購入選択権を行使して資産の所有者となるときは，当該固定資産を貸借対照表
の資産の部に，原初価額の決定に関して適用される規則に従って決定された額で記載しなければなら
ない。
　　（b）第三者に対する情報
　営業上の装置，機械設備，不動産等を入手するために，リース取引に依存した商事企業は，次のよ
うな特別の開示に従う。
　　（1）成果計算書における義務的情報
　動産リース取引および不動産リース取引にかかわる「使用料」または「賃借料」は，成果計算書に
次のように記載する（注）。
　　（612）「リース料」
　　　　　　o動産リー一一ス………Xフラン
　　　　　　○不動産リース……Yフラン
　　（注）その具体的な記載方法は，次のとおりである。
　　　　（a）基礎体系の成果計算書
　　経営費用：
　　　　商品仕入高
　　　　　棚卸増減額
　　　　原材料・その他調達品仕入高
　　　　　棚卸増減額
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その他の仕入・外部費用（この中に動産リース料および不動産リース料を含む）
租税公課
賃金給料・手当
　　（b）発展体系の成果計算書
経営費用：
　　商品売上原価
　　　商品仕入高
　　　商品棚卸増減額
　　外部受入分消費高
　　　調達品仕入高
　　　　材　　料
　　　　その他の調達品
　　　調達品棚卸増減額
　　　外注加工費
　　　即時使用材料・用品仕入高
　　　外部用役費：
　　　　外部人件費
　　　　リース料（動産リース料と不動産リース料とに区分表示する）
　　　　その他の外部用役費
　　租税公課
　　②　附属明細書における情報
　（1映算日において，一つまたは複数のリース契約に定められている義務を履行する際に負担すべき
費用総額を評価するために，商事企業は・二つの独立項目のもとで・動産リースと不動産リースにか
かわる使用料または賃借料の評価額一付加価値税控除後，指数修正後・割引修正後（または非修
正）の評価額を開示する。
　不動産リースについては，費用を割引修正することは一般的に容易であり・かつ特に有用である。
＿方，動産リース契約が存するときに割引修正することは若干困難であり・かつ当該契約の期間が比
較的短期間であることを考慮すれば・それほど有用ではない。
　この義務的情報は，最初は，当該資産の使用権入手後支払うべき使用料または賃借料にかかわるも
のである。っいで各決算日においては，この情報は，契約終了時点までに支払うべき使用料または賃
借料にかかわるものである。この情報は・その金額が債務のなかに記載された過去の会計期間に帰属
する過去の使用料または賃借料に関する情報と重複して記入されてはならない。
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　この情報は，次のように表示する。
　　《契約債務》（engagements　donn6s）
　　①動産リースー使用権入手後支払うべき使用料または賃借料の評価額（付加価値税控除後，指
　　　数修正後，割引修正後（または非修正）の評価額）……Xフラン
　　②不動産リースー使用権入手後支払うべき使用料または賃借料の評価額（付加価値税控除後，
　　　指数修正後（または非修正）の評価額）……Yフラン
　②リース資産の使用者は，契約条項に従って，動産リースまたは不動産リースの《契約債権》
（engagements　regus）を貸借対照表の欄外に記載することが勧められる（これは「勧告される情報」
と呼ばれる）。
　以上紹介したように，「新プラン」は，リース取引について，「法律的見地」（法的分析）に立脚し
て，その本質を賃貸借契約ととらえ，その観点から，賃借人の側で行うべき処理と開示に関する指示
を与えている。それは，基本的には，いわゆる「賃貸借会計方式」を内容としたものであるといえる。
その主要なポイントは，次の点に見出される。
　（1）賃借人は，購入選択権を行使してその所有者になることを除き，リース資産を資産として計上
してはならない。
　②　成果計算書において動産リース料と不動産リース料を区分して表示する。
　（3）附属明細書において，《契約債務》区分に，動産リースと不動産リースに関しそれぞれ支払う
べきリース料評価額一付加価値税控除後，指数修正後，割引修正後（または非修正）の評価額を開
示する。このうち，リース料の指数修正後評価額，とりわけ割引修正後評価額の開示要請は，注目に
値するものである。
皿　　「新プラン」における処理と開示の例示
　ここで，C．ペロションの掲げている〔設例〕に依拠して，「新プラン」におけるリース取引に関す
る（賃借人の側での）処理と開示要請の具体的な適用についてながめたい。
〔設例〕
　n年4月1日に，A社は，100，000F（税金を除く）の価値の新機械設備に関する動産リース
契約（期間6年）を結んだ（当社はこれを直ちに使用する）。この設備の経済的耐用年数は8年
である。毎年支払うべきリース料は各27，000F（税金を除く）である。リース期間終了時（第6
年度末）における購i入選択権の行使による当該設備の購入価額は，5，000Fである。
　n年7月1日に当社は，500，000Fの工場用建i物（税金を除く）を対象とする不動産リース契
約（リース期間16年）を結んだ。基本リース料は74，000F（税金を除く）であり，7月1日から
支払われる。そのうち20，000FはINSEE建設指数により指数修正する。
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（a）会計処理
（1）リース料の処理
　動産リース第1年金：
　　税金を除く……………27，000F
　　付加価値税17．6％……4，752F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　仕　　訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n年4月1目
　　　　　　　　　　　（借方）　　　　　　　　　　　　　　　　（貸方）
　　　　　　　　　（6125）動産リース料　　　27，000　　（401）仕入先　31，752
　　　　　　　　　（44513）政府一付加価値税　　4，752
　　　　n年7月1日
　不動産リース第1年金：
　税金を除く………………74，000F
　付加価値税17．6％………13，024F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仕　　訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n年7月1目
　　　　　　　　　　　（借方）
　　　　　　　　　（6122）不動産リース料　　74，000　　（401）仕入先　87，024
　　　　　　　　　（44513）政府一付加価値税　13，024
（2）決算整理（12月31日）
　動産リース：
　　・7…9F・蓬一・…25・F
　不動産リース：
　　・7・…F・9，一・7・…F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仕　　訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n年12月31日
　　　　　　　　　（486）前払費用57，250　　　（6122）不動産リース料37，000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6125）動産リース料　　20，250
（b）期末（n年末）の財務諸表
（1）成果計算書
　　　　　（費用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（収益）
（6あリース簿）、
　　　（1）動産リース料……6，750
　　　（2）不動産リ・一一一一ス料…37，000
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　（注）この成果計算書におけるリース料の開示について，ペロションは，次のように指摘している．
　「r新プラン』がリースに関する諸規定に一般的効力（port6e　g6n6rale）を与えたとしても，基礎体
　系の成果計算書の様式において，費用側で，リース料の開示，ましてやその動産リースと不動産リ
　ースへの配分額は記載されないことが注目される。われわれは，《その他の外部費用》欄における
　この義務の記載は，企業側の一切の脱漏を避けるために必要である，と考える（1°）」。
　　（2）附属明細書
　次に，動産リースおよび不動産リースに関して，それぞれ未払リース料総額を算定し，これを附属
明細書における《契約債務》区分に記載する必要がある。
　①　動産リース料負担額
　　on＋1年1月1日～同年4月1目までのリース料負担額　　20，250F
　　O27，000F×5年　　　　　　　　　　　　　　　135，000F
　②　不動産リース料負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　on十1年に関するリース料負担額　　　　　　　　　　37，000F
　　o74，000Fx15年　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，110，000F
　　　　計1，147，000F　　これらの《契約債務》は，5年（動産リース）と15年（不動産リース）にわたって配分されるべ
　き支払年金総額を示す。これらの金額には多額の利子部分が含まれているので，その現在価値は非
　常に小さい。
　　⑦　指数修正
　　それに加えて，どのように指数修正を考慮に入れるか。ペロションによれば，将来の指数の進展
　を予測することは不可能である。10年前からINSEEの連設価格指数は毎年9％の騰貴を示したと
想定しても，このことは，将来この9％の騰貴を予測することができることを意味するわけではな
　い。それゆえ，単に不動産リース料の部分的指数修正（20，000F）に言及するだけである。
　結局，附属明細書には次の事項を記載することによって，「改正プラン」に定められた最低限の
義務を遵守することになるであろう。
　《偶発債務》
①動産リース料：リース料負担額の評価（非指数修正額，非割引修正額）……155，250F
②不動産リース料：リース料負担額の評価（基準額の27％の指数修正額（注），非割引修正額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…1，147，000F
　　（注）ll：188－27％
　④　割引修正
　ペロションによれば，これらの情報は不十分であり，少なくとも（1）年金の配分と（2）平均年度額の
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点で補足され，またできる限り，割引修正の対象とされるべきである。
　この割引修正にとって，慎重性（prudence）は，契約債務の総額が過小にならないように，比較
的低い利率の選択を要求することになる。
①動産リース（非指数修正）
　もし棚卸日における金融市場の平均利率が10％である場合には，偶発債務の8％での割引修正が
合理的であるように思われる。前掲の設例では，次のようになる。
　on＋1年に支払われたが，　n年度の費用に統合されないリース料の部分…………20，250F
　O27，000F×5年の現在価値（毎年4月1目に支払われるべき額）
　　・7・・…1－1｝b暑8）－5×〔・＋…8・9，〕一・7・・…3・・3993・…6－・・4・・28・・…・…4・・28・F
　　　　　　　　　　　　計134，530F
　　（それゆえ，この金額は割引修正なしに算定された額より小さい）
②不動産リース
　かりに指数修正が存在しないとすれば，上記と同じ8％の利率を適用することであろう。さらに，
契約期限（15年），つまり経過中に金融市場の利率が低下する公算のあるような期限を考慮に入れ
るために，それより僅かに低い7％の利率または6％の利率さえも適用することができるであろう
　（慎重性の視点）。
　指数修正一それは契約の重要性を高めることになる一のゆえに，増額修正を行うことが適当
であると考えられる。これについて，概算の枠内では，次の推論に頼ることができる。
　○年金に対する影響：＋9％×27％＝＋2．4％
　○適用される割引修正率（指数修正外）：7％
　o指数修正を考慮して適用されるべき割引修正率：7％－2．　4°／。≒5％（注）
　（注）　この近似値は，割引修正率の選択の見積的性格のために容認される。
　それゆえ，不動産リース料の5％での割引修正は合理的であるように思われる。それは次のよう
に算定される。
　○すでにn＋1年のために支払われたが，n年度の費用には統合されないリース料の部分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・……・37，000F
　O74，000F×15年の現在価値（毎年7月1日に支払われるべき）：5％　利率で割引修正する。
　　・4・・…1－1：ll315×〔・＋…5・金〕一・4・・・・・…3796・…25－787・・292………787・・292F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　824，292F
　　（それゆえ，この金額は割引修正なしに算定された額より約320，000F小さい）
　この場合に，小さい割引修正率が適用されたにもかかわらず，不動産リースの契約債務の割引修
正額は（修正前）総額と相当異なることがわかる。このことは，契約の長期性と利子の累積の事実
による。
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　上述のような解決法の枠内では，附属明細書には次の情報が記載されることになる。
　《契約債務》
①動産リース：負担額（非指数修正）
　　8％の利率での割引修正額……134，530F
②不動産リース：負担額（一部指数修正）
　5％の利率での割引修正額（それは指数修正の想定された効果を考慮に入れる）
　　○割引修正率………7．4％
　　o指数修正効果……2．4％
　　　　　　　　差引5％…一・…・824，292F
　かくして，契約債務の割引修正は約1，300，000Fを約960，000Fにまで減じる。この後者の額は
明らかによりよい経済的意義を有する。したがって，ペロションは，割引修正は，ごく短期の動産
リースを除き，大多数の場合において必要である，と考える。ただし，この割引修正については附
属明細書において説明し，かつ適用された利率を指示すべきである（11）。
IV　「新プラン」におけるリース会計の意義と限界
　以上紹介したように，「新プラン」で1・さ，リース会計に関する2つのアプローチのうち，特に「法律
的見地」（法的分析）に依拠して，いわゆる「賃貸借会計方式」が採用されている。そして，貸借人
の側では，主にリース料を動産リース料と不動産リース料とに区分して成果計算書に開示するととも
に，附属明細書において，リース期間終了時点までに支払うべきリース料を「契約債務」情報の一種
として動産リースと不動産リース別に関示すべきことが要求されている。
　このうち特に後者の附属明細書におけるリース情報の開示に関して，「新プラン」では，「付加価値
税控除後」の評価額だけでなく，「指数修正後」の評価額，さらに「割引修正後」の評価額を開示す
ることがもとめられているが，こうした開示要請は，「賃貸借会計方式」にもとつく補足的情報の開
示の枠内ではあるが，特にリース料の支払義務情報の現在価値に即した開示を可能ならしめるものと
して注目に値するものであり，フランスのリース会計方式のすぐれた特徴をなすものであるといえる
であろう。
　このような「新プラン」におけるリース情報の開示要請は，近時におけるリース取引の著しい増大
という経済過程を背景にして，賃借人の側で，主に附属明細書の情報開示機能を活用して，動産リー
スと不動産リース別にそれぞれリース料の支払義務についての現在価値をも含む評価情報の補足的な
開示をもとめたものであり，その限りで，全一体としての財務諸表の情報開示能力の改善に資するも
のであると評することができる。この点について，C．ペロションも，「こうした措置は，あまり大で
胆はないとしても，経済的・財務的情報を改善することに役立つであろう（12）」と指摘している。
　しかし，r新プラン」におけるリース情報の開示要請には，その基礎にある「賃貸借会計方式」を
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前提としても，いくつかの問題が含まれていることもまた認めなければならない。前出のペロション
によると，「新プラン」では，特に下記の諸事項に関し，拘束的ではなく，また明確に指示されていな
いと批判される（「3）。
　（1）　リースにより保有される資産の価額（原初価額および貸借対照表価額）
　｛2｝動産リースについて，「新プラン」は，実際に割引修正の任意的にして，困難なかつ（不動産リ
　　ースの場合などには）有用でない性格に言及しているが，このことは，われわれには残念に思わ
　　れる。実際に，負債は，それに含まれる将来の利子額ではなく，現在価値（valeur　actuelle）で
　　貸借対照表の負債の部に記載される。同様に，契約債務についても，《契約債務》と負債の比較
　　におけるゆがみを避けるために，現在価値で記載することが適当である。
　（3）不動産リースについて，動産リースと同様に，割引修正の条件は，統一化される揚合を除き，
　　少なくとも附属明細書において明確に表示されるべきである。割引率の記載のない現在価値デー
　　タは，それにかかわる情報にとって取るに足らない利率しか示さず，誤膠または詐欺（dol）の源
　　泉にさえなるかもしれない。
　さらにいま一つ，「新プラン」では，賃借人により支払われるべきリースの割引修正に関して，そ
の基礎となるべき割引修正率（taux　d’actualisation）として何が用いられるかについて何ら指示さ
れていないこと自体を，それに内在する問題点として挙げることができる（なお，前出のペロション
によると，この割引修正率として，特に慎重性の要請を考慮して，比較的低い利率が用いられるべき
である，とされている）。その結果，この割引修正率として何を用いるかは賃借人の側での選択に委
ねられることになり，リース料の割引評価額が附属明細書に開示されたとしても，この数値の企業間
比較は無意味になるおそれが生じる。この点について，ある論者も，「実際，この割引修正率の選択の
問題は不正確な問題であるように思われる（’の」と指摘している。
　「新プラン」におけるリース情報の開示要請に関して，これらの事項以上に重要な限界ないし問題
点と考えられるのは，やはりその基底に「法律的見地」（法的分析）が据えられ，賃借人の側では，
リース資産を資産計上する（同時にそれにかかわるリース債務を負債計上する）方向が退けられてい
る点である。
　この点にっいて，ペロションは，別の著者において，「（近年）大抵の諸国にみられるような，リー
ス資産の賃借人の貸借対照表資産の部への計上方法の発展にもかかわらず，r新プラン』はいぜんと
して法的表現（traduction　juridique）に忠実である。すなわち，リース資産は，リース会社の貸借対
照表上資産の部に記載され，賃借人の側では，購入適択権が行使されない間は，資産として計上され
ない㈹」と指摘している。
　上述のような「新プラン」にみられる附属明細書でのリース情報の補足的な開示要請の背後には，
フランス実定法（droit　positif）における法的所有権の観点からの要請があるように思われる。この点
について，イギリスのある論者は，「フランスおよびスペインでは，法律には，賃借人がリ・一一ス契約を
通じて財の所有者であると明記されているα6）」と指摘している。こうした法律規定との整合上，「新
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プラン」では，上述のように「法律的見地」（法的分析）に依拠して，「賃貸借会計方式」を採用し，
賃借人の側では，リース資産を資産計上する行き方（「経済的見地」（経済的分析））を採用せずに，附
属明細書でリース情報を補足的に開示するという方式を採用せざるをえなかったのではないかと推論
されるのである。
　しかしながら，そのようなリース情報の開示方式は，特に国際会計基準（IAS）第17号に代表され
るような「法形式よりも経済的実質優先の論理」にもとついて，ファイナンス・リースによるリース
資産を賃借人の側で資産計上し，同時にそれに対応するリース債務を負債計上する方式一それは，
いまや国際的にみると支配的な会計方式であると解される一とは基本的に異なるものであり，した
がって，特にフランス企業の財務諸表の国際的比較可能性を確保という点からみると，重大な限界な
いし問題を含んでいるといわざるをえないであろう。
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